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は じ め に

会計における意味論は，会計の構造との結びつきで論ぜられる場合がある。
しかしながら，本稿で考察する純利益の包括利益にない増分情報内容を会計の
構造から説明することは困難である。会計の構造における意味論では，往々に
して人間の認知機能による制限を説明していない。だが，人間の認知機能にお
いて，ある程度の限界があることは明らかなのである。本稿では，かような人
間の認知機能の限界（本稿では，一般意味論により）から，純利益の包括利益
にない増分情報内容を明らかにしている。
また，本稿では，かような意味での増分情報内容の他に，交差分類による増

分情報内容についてもふれている。

１．増分情報内容

価値関連性の実証研究では，相対的情報内容と増分情報内容の仮説検証が多
くなされてきている。ここでは，増分情報内容に限定して，Biddle et al.
（１９９５）の研究で，先ずその含意を明らかにしていきたいと思う１。図表１は，
それぞれの業績指標（Ｘ，Ｙ）の情報内容の大きさを円のサイズで表わしている。
Pane lAでは，両業績指標は同じ情報内容を表わしているが，左側は，全く

同じで，他方には存在しない情報内容（増分情報内容）を有さない場合であり，
右側は，他方には存在しない情報内容（増分情報内容）を有しているケースで
ある。
また，Pane lBでは，左側は，業績指標Ｙには存在しない情報内容である増

１ Biddle et al.（１９９５）。
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分情報内容を業績指標Ｘが有している場合であり，右側は，相対的情報内容の
大きさは異なるが両業績指標とも他方には存在しない情報内容（増分情報内容）
を持っているケースである。
本稿では，Pane lBの右側として，純利益とキャッシュ・フロー計算書の増

分情報内容を考察し，Pane lBの左側として，包括利益と純利益の増分情報内
容を集合論や会計構造から明らかにしていこうと思っている。

２．増分情報内容に関する実証研究

①年次利益情報とキャッシュ・フロー計算書の増分情報内容の増分情報内容の
検証
Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）は，キャッシュ・フロー会計情報と

年次利益会計情報の各々の増分情報内容の存否について実証研究をおこなって
いる。
先ず，キャッシュ・フロー会計情報の増分情報内容であるが，これは，年次

利益会計情報の有用性を前提として，期待されざるキャッシュ・フロー会計情
報と平均異常収益率との間の関係を観察することによって，平均異常収益率の
うち，年次利益会計情報で説明されない部分をキャッシュ・フロー会計情報が
説明できるかいなかを検定するのである。また，Bowen, Burgstahler, and

図表１ 様々な増分情報内容

出所：Biddle et al.（１９９５）を一部削除
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Daley（１９８７）はさらに，キャッシュ・フロー会計情報が発生主義データ（利
益と営業からの運転資本）を越える増分情報内容を有するかどうかについても
実証研究をおこなっている。
一方，年次利益会計情報の増分情報内容であるが，これは，キャッシュ・フ

ロー会計情報が有用であることを前提として，平均異常収益率と期待されざる
利益間の関係を観察することによって，平均異常収益率のうちキャッシュ・フ
ロー会計情報で説明されない部分を年次利益会計情報が説明できるか否かをみ
るのである。
Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）は先ず実証研究するにあたって，か

つてBowen, Burgstahler, and Daley（１９８６）が抽出した３２４社のサンプルから
以下の規準にしたがって９８社を抽出する。
CSUR（標準化された異常収益の合計）を推定するために必要な収益データ

を入手するために１９６７年から１９８２年までのCRSP月別収益ファイルから月別収
益を要請する。
かくて，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）は，これら９８社の投資収益，

年次利益，そしてキャッシュ・フロー会計情報のデータを入手するのである。
次に，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）は，各変数の増分情報内容を

測定するために，以下の５つのモデルを使用する，
CSURi，t＝β０＋β１UEi，t＋β２UWCFOi，t＋β３UCFOi，t ⑸

＋β４UCFAIi，t＋ei，t
CSURi，t＝β０＋β１UEi，t＋ei，t ⑹
CSURi，t＝β０＋β１UEi，t＋β２UWCFOi，t＋ei，t ⑺
CSURi，t＝β０＋β１UEi，t＋β３UCFOi，t ⑻

＋β４UCFAIi，t＋ei，t
CSURi，t＝β０＋β３UCFOi，t＋β４UCFAIi，t＋ei，t ⑼

ただし，
CSURi，t ：事象期間ｔにおける企業ｉの異常収益率，
UEi，t ：期間ｔにおける企業ｉの期待されざる利益，
UWCFOi，t：期間ｔにおける企業ｉの期待されざる営業からの運転資本，
UCFOi，t ：期間ｔにおける企業ｉの期待されざる営業からのキャッシュ・フ

ロー，
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UCFAIi，t ：期間ｔにおける企業ｉの投資後の期待されざるキャッシュ・フ
ロー，

ei，t ：正規分布を仮定した場合の期間ｔにおける誤差項。
⑸式のモデルは，完全モデルであり平均異常収益率を各発生主義変数（UEi，t

とUWCFOi，t）と各キャッシュ・フロー変数（UCFOi，tとUCFAIi，t）で説明して
おり，⑹式のモデルは，平均異常収益率を期待されざる利益だけで説明してお
り，⑺式のモデルは，平均異常収益率を各発生主義変数だけで説明しており，
⑻式のモデルは，平均異常収益率を利益と各キャッシュ・フロー変数だけで説
明しており，また，⑼式のモデルは，平均異常収益率をキャッシュ・フロー変
数だけで説明している。
図表２は，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）による増分情報内容につ

いての実証結果である。
この場合先ず⑹式のモデルから，平均異常収益率と期待されざる利益との関

連が検定される。図表２から分かるようにUEi，tの係数β１のｔ統計量は，４．０８で
あることから，この関連は有意であると実証された。次に⑹式のモデルと⑻式
のモデルを比較することによって，年次利益会計情報を越える増分情報内容を
各キャッシュ・フロー変数が有するかどうかを検定する。図表２から分かるよ
うに各キャッシュ・フロー変数の係数β３とβ４両方のＦ率は，１０．４２であり，β３
＝β４＝０という帰無仮説は，０．０１１水準で棄却された。また，各キャッシュ・
フロー変数，UCFOi，tとUCFAIi，tのそれぞれのｔ統計量は，３．５８と２．８１であり，
０．０１水準で有意である。これらのことから，Bowen, Burgstahler, and Daley
（１９８７）は，キャッシュ・フロー会計情報が年次利益会計情報を越える増分情
報内容を有すると結論づけている。
次に，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）は，⑸式のモデルと⑺式のモ

デルを比較することによって，各発生主義変数が有する情報内容を越える増分
情報内容を各キャッシュ・フロー変数が有するかどうかを実証している。
図表２からわかるように，各キャッシュ・フロー変数の係数β３とβ４の両方の

Ｆ率は１１．０４で，β３＝β４＝０という帰無仮説は，０．０１水準で棄却された。また，
各キャッシュ・フロー変数，UCFOi，tとUCFAIi，tのそれぞれのｔ統計量は，
３．５８と２．８４であり，０．０１水準で有意である。これらの結果から，Bowen,
Burgstahler, and Daley（１９８７）はさらに，発生主義変数によって提供される
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UE R2 FUWCFO UCFO UCFAI 3 4 0 1 2 0

(1) .018 .002 .001 .003 .04 9.53*** 11.04*** 10.56***
(4.62)*** (0.63) (2.84)*** (3.58)***

(2) .016 .02 16.62*** NA NA
(4.08)***

(3) .015 .002 .02 8.39*** NA NA
(4.04)*** (0.43)

(4) .018 .003 .001 .04 12.58*** 10.42*** NA
(4.66)*** (3.58) (2.81)***

(5 .003 .001 .02 7.87*** NA NA
(3.63) (1.59)*

:
CSURi,t= 0 1UEi,t 2UWCFOi,t 3UCFOi,t 4UCFAIi,t ei,t  1
CSURi,t= 0 1UEi,t ei,t 2
CSURi,t= 0 1UEi,t 2UWCFOi,t ei,t                         3
CSURi,t= 0 1UEi,t 3UCFOi,t 4UCFAIi,t ei,t               4
CSURi,t= 0 3UCFOi,t 4UCFAIi,t ei,t                        5
* .10 
**   .05
*** .01

情報内容を越える増分情報内容をキャッシュ・フロー会計情報が有することを
示唆する。
これまでは，年次利益会計情報（または発生主義変数）が有する情報内容が

有意であることを前提に，それを越える増分情報内容をキャッシュ・フロー会
計情報が有するかどうかを見てきた。そこで次に，Bowen, Burgstahler, and
Daley（１９８７）は，キャッシュ・フロー会計情報が有する情報内容が有意であ
ることを前提に，それを越える増分情報内容を年次利益会計情報が有するかど
うか，そしてさらに発生主義変数がそれを越える増分情報内容を有するかどう
かを検定している。
図表２を見ていただきたい。⑼式のモデルの各キャッシュ・フロー変数のＦ

率は，７．８７であり，０．０１水準で有意である。また，UCFOi，tとUCFAIi，tのそれ
ぞれのｔ統計量は，３．６３と１．５９であり，０．０１水準と０．１水準で各々有意である。
これらの結果から先ず，キャッシュ・フロー会計情報の情報内容が有意である
ことが示唆される。そこで次に，年次利益会計情報がキャッシュ・フロー会計

図表２ 増分情報内容の実証結果

出所：Bowen, Burgstahler, and Daley,１９８７, p.７３８，表３
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情報の情報内容を越える増分情報内容を有するかどうかを検定する。このこと
は，⑼式のモデルと⑻式のモデルを比較することによって実証することができ
る。図表２から分かるように，⑻式のモデルのUEi，tの係数β１のｔ統計量は，
４．６６であり，０．０１水準で有意である。このことから，Bowen, Burgstahler,
and Daley（１９８７）は，キャッシュ・フロー会計情報の有する情報内容が有意
であることを前提として，年次利益会計情報がそれを越える増分情報内容を有
することを示唆している。次にBowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）は，⑼
式のモデルと⑸式のモデルを比較することによって，キャッシュ・フロー会計
情報の有する情報内容が有意であることを前提として，発生主義変数がそれを
越える増分情報内容を有するかどうかを検証している。図表２から分かるよう
に，⑸式のモデルの発生主義変数のＦ率は，１０．５６であり，０．０１水準で有意で
ある。また各発生主義変数，UEi，tとUWCFOi，tの係数β１とβ２のｔ統計量は，そ
れぞれ，４．６２と０．６３で，β１は０．０１水準で有意であるが，β２は有意でない。これ
らの結果から，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）はさらに，キャッシュ・
フロー会計情報によって提供される情報内容を越える増分情報内容を発生主義
変数が有すること，そして，発生主義変数の中でも利益がその中心を占めてい
ることを明らかにしている。
②包括利益と純利益の増分情報内容の実証研究
包括利益と純利益の増分情報内容についての実証研究として，Dhaliwal et

al（１９９９），Cheng et al（１９９３）の研究，そしてO’Hanlon and Pope（１９９９）など
がある。
本稿では，Dhaliwal et al（１９９９）を中心に，その実証研究を紹介しよう。

彼らが投資収益モデルを推定するのに使用されたサンプルは，投資収益，当期
純利益，COMPbroad（調整剰余利益＋普通株式配当）そしてCOMP１３０（SFAS１３０
包括利益）を計算するのに必要とされるCOMPUSTATデータ及びCRSPデー
タを有する全１９９４年及び１９９５年のもので構成されている。
最終的に彼らのサンプルは，有価証券の未実現利得（MKT－ADJ）を計算

するのに必要とされるデータが入手できる期間を考慮して，１１，４２５社となる。
彼らは，包括利益が当期純利益よりもより良い企業業績の測定であるかどう

かを検証するため，下記のモデルを使用する。
Rt＝α０＋β１*NIt＋εt ⑴
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Rt＝α０＋β１*COMP broad，t＋εt ⑵
Rt＝α０＋β１*COMP１３０，t＋εt ⑶

ただし，
R ：会計年度間の合成日別パーセンテージ投資収益，
NI ：当期純利益（♯１７２（COMPUSTAT項目数）），
COMP broad：包括剰余利益プラス普通株式配当（Δ〔♯３６〕＋♯２１）
COMP１３０ ：SFAS１３０の利益の諸要素が調整された純利益（♯１７２＋Δ♯２３８

＋Δ♯２３０＋０．６５×Δ〔もしゼロよりより小さいならば，♯２９７
－♯２９８〕）

また，SFAS１３０の包括利益の諸要素として，当期純利益のほかにその他の
包括利益として有価証券の未実現利得（MKT－ADJ），外貨換算調整（FC－
ADJ），そして最小年金負債調整（PENS－ADJ）があることから，その他の
包括利益の諸要素がそれぞれ，投資収益と有意に関連するかどうかどうかを検
証するために彼らは下記のモデルを推定する。

Rt＝α０＋β１*COMPMKT－ADJ，t＋εt ⑷
Rt＝α０＋β１*COMPFC－ADJ，t＋εt ⑸
Rt＝α０＋β１*COMPPENS－ADJ，t＋εt ⑹

図表３は，純利益と投資収益そして包括利益と投資収益とのそれぞれの関連
を検証している。パネルＡは，Dhaliwal et al（１９９９）によると，あいまいに
なっている。というのはCOMP broad，のR２よりも，純利益のR２の方が有意で
ないが大きい一方，COMP１３０のR２は純利益のR２よりも有意に大きいことを示
しているからである。また，パネルＢは，有価証券の未実現利得（MKT－
ADJ），のR２のみが純利益のR２よりも０．０１両側水準で有意に大きい一方，その
他の外貨換算調整（FC－ADJ）と最小年金負債調整（PENS－ADJ）のR２は，
純利益のR２と異ならないことを表わしている。Dhaliwal et al（１９９９）は，そ
の理由として，有価証券の未実現利得（MKT－ADJ）を除いて，外貨換算調
整（FC－ADJ）と最小年金負債調整がより主観的推定値であり，単なるノイ
ズに過ぎないからであると示唆する。また次の図表４は，有価証券の未実現利
得（MKT－ADJ）も，すべての産業に共通というのではなく，金融業にのみ
純利益のＲより有意にR２が大きいことを表している。そしてこの金融業の有価
証券の未実現利得（MKT－ADJ）が全体に影響をもたらしていることを示し
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図表３ 当期純利益と投資収益，そして包括利益と投資収益との関連を検証するモ
デルの推定結果：企業は産業によって分類されない

パネルＡ：純利益と投資収益そして包括利益と投資収益との関連

モデル INT NI COMPbroad COMP１３０ Adj, R２

（１a） ０．１４１
（２２．１２）

０．６６５
（２１．３０） ３．８１

（１b） ０．１４２
（２２．３４）

０．５９９
（２０．４０）

３．５１
（－１．１９）

（１c） ０．１３９
（２１．８４）

０．６８０
（２２．４１）

４．２０
（４．７４）

パネルＢ：純利益と投資収益そして事業ベースの包括利益と投資収益との関連

（２a） ０．１３９
（２１．８９）

０．６８１
（２２．４６）

４．２２
（６．２３）

（２b） ０．１４０
（２２．０６）

０．６６５
（２１．２９）

３．８１
（０．０２）

（２c） ０．１４１
（２２．１３）

０．６６３
（２１．２５）

３．７９
（－１．１８）

出所：Dhaliwal et al,１９９９, p.５３，表２，一部削除

図表４ 当期純利益と投資収益，そして包括利益と投資収益との関連を検証するモ
デルの推定結果：企業は産業によって分類される

モデル 独立変数 列ラベル 金融 製造 商社 公益 その他

パネルＡ：純利益と投資収益そして包括利益と投資収益との関連

（１a） NI Adj, R２ ９．４７ ２．５１ ５．３９ ６．１９ ４．５７

（１b） COMPbroad Adj, R２
Vuongz-stat

１１．９２
（２．３９）

２．２５
（－１．３７）

３．８５
（－１．２４）

６．７７
（０．１８）

３．５７
（－１．８２）

（１c） COMP１３０ Adj, R２
Vuongz-stat

１４．２２
（３．４８）

２．５５
（０．４４）

５．６９
（１．４３）

６．２０
（０．１５）

４．６２
（０．４９）

パネルＢ：純利益と投資収益そして事業ベースの包括利益と投資収益との関連

（２a） COMPMKT-ADJ Adj, R２
Vuongz-stat

１４．２３
（３．４８）

２．５８
（１．７６）

５．６０
（１．１０）

６．１９
（０．１３）

４．６７
（０．９０）

（２b） COMPFC-ADJ Adj, R２
Vuongz-stat

９．５２
（１．６５）

２．４６
（０．５８）

５．４８
（１．８４）

６．２０
（０．５５）

４．６０
（１．２３）

（２c） COMPPENS-ADJ Adj, R２
Vuongz-stat

９．３９
（－１０２）

２．５２
（１．３９）

５．３９
（０．２０）

６．１８
（－１．１８）

４．４９
（１．５２）

出所：Dhaliwal et al,１９９９, p.５６，表３，一部削除している。
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ている。
図表５は，当期純利益と包括利益のそれぞれの，持分の市場価値との，そし

て将来キャッシュ・フロー／将来利益との関連を表わしている。
この図表５から分かるように，持分の市場価値を説明する決定係数R２は，当

期純利益を使用しているものが，COMPbroadとCOMP１３０，を使用しているもの
よりも，０．０１両側有意性検定でより大きい。またわずかではあるが，当期純利
益の方が持分の市場価値と強く関連している。これらの結果は，当期純利益の
方が，包括利益よりも有意な増分情報内容を有していることを示唆している。
また図表５から分かるように，当期純利益の方が，包括利益よりも将来キャッ
シュ・フローと将来の純利益により強く関連している。これらの結果は，当期
純利益の方が包括利益よりも有用であることを示している。かくて，Dhaliwal
et al（１９９９）の実証結果は一部，図表３と図表４から，包括利益のR２が当期純
利益のR２よりも有意に大きいことを示唆しているものの，それは極限られた産
業（金融業）の有価証券の未実現利得（MKT－ADJ）によってもたらされた
ものであり，全体的には，当期純利益の方が包括利益よりもより有用であるこ
とを示唆している。
またCheng et al（１９９３）も同様の実証結果を得ている。Cheng et al（１９９３）

は，営業利益（OI），当期純利益（NI）そして包括利益（CI）のそれぞれで，

図表５ 当期純利益と包括利益の，持分の市場価値との，そして将来キャッシュ・
フロー／将来利益との関連の結果

独立変数（s）b 列ラベル 価格
従 属 変 数

キャッシュ・フローt＋１ NIt＋１

NI Adj, R２ ３６．４２ １６．５４ ３０．６９

COMPbroad，t Adj, R２
Vuongz-stat

２８．１１
（－６．６８）

１１．４３
（－４．１２）

２２．３５
（－５．５９）

COMP１３０，t Adj, R２
Vuongz-stat

３３．５６
（－８．６４）

１３．０４
（－３．２４）

２７．０６
－４．２３

Nit, BVt Adj, R２
Vuongz-stat ５２．７７

COMPbroad，t, BVt Adj, R２
Vuongz-stat

５０．８７
（－４．４９）

COMP１３０, BVt Adj, R２
Vuongz-stat

５２．０８
（－５．６２）

出所：Dhaliwal et al,１９９９, p.６２，表５，一部削除
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相対的情報内容と増分情報内容の２つの観点で比較している。その結果先ず，
相対的情報内容では，投資収益を説明するR２で，OIはNIよりも有意により大
きく，NIはCIよりもR２が有意により大きいことを実証している。また，増分
情報内容では，OIとNIの相違（OIの方がより大きい）は有意に大きい一方，
NIとCIとの相違（NIの方がより大きい）は有意に大きいものの，産業効果を
統制すると，有意に大きくないことを示している。
これらのことから彼らも，Dhaliwal et al（１９９９）の実証結果とほぼ同様に，

当期純利益の方が包括利益よりもより有用であることを示唆している。
O’Hanlon and Pope（１９９９）も，英国のデータから，経常利益の累積額に対

して特別利益や買入のれん，再評価剰余金，為替差額の期中変化額が有意な増
分情報内容を有していないことを実証しており，先述のDhaliwal et al （１９９９）
の実証結果やCheng et al（１９９３）の実証結果と一致している。

３．増分情報内容と会計構造

ここでは，前章の①の実証研究の結果である，キャッシュ・フロー計算書と
年次利益上の増分情報内容を，田中茂次（１９８６）理論から，構造的に明らかに
していこう。
前章①では，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）の実証結果について簡潔

に概要を述べた。これらの実証結果から，主に次の点を指摘することができる。
①年次利益会計情報の情報内容が有用であることを前提に，キャッシュ・フ
ロー会計情報がそれを越える有意な増分情報内容を有するということである。

②キャッシュ・フロー会計情報の情報内容が有用であることを前提に，年次利
益会計情報がそれを越える有意な増分情報内容を有するということである。

年次利益会計情報とキャッシュ・フロー会計情報とは，それぞれが有意な増
分情報内容を有していることになる。その関係を集合で表わすならば，先述の
図表１のPane lBの右側のような関係であろう。年次利益情報の方が相対的に
キャッシュ・フロー計算書よりも情報内容が大きいものの，互いに，増分情報
内容を有するのである。
それでは，これらの増分情報内容とは，構造的ではどのようなものなのであ

ろうか。そこで，この増分情報内容を構造的に考察するための思考を提唱する
ことにしよう。
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さて，現行の会計を説明する構造理論として田中茂次（１９８６）理論がある。
田中茂次（１９８６）は，会計を言語として捉えており，その表層構造と深層構造
とを対置させて考察している。この場合，田中茂次（１９８６）は，実際に会計担
当者によって情報利用者に提供されている財務諸表は，その深層構造から生成
されることができる数多くの表層構造の中の１つの形態に過ぎないことを示唆
する。
そこでここでは，キャッシュ・フロー計算書の増分情報内容について，田中

茂次（１９８６）理論から考察してみることにしたい。
田中茂次（１９８６）では，深層構造としての原型財務諸表から表層構造として

の種々の財務諸表が生成されている。この場合，田中茂次（１９８６）によると，
ある企業の第ｎ期末における原型財務諸表とは，その創立後の第１年度から第
ｎ期末まで認識されたすべての原単位仕訳を相殺することなく表示した総合表
のことである。そして，この原型財務諸表を構成する原型貸借対照表と原型損
益計算書には，その記帳において厳格な意味で一対一対応関係が存在する。
それでは，Bowen, Burgstahler, and Daley（１９８７）の実証の結果であるキャッ

シュ・フロー会計情報の増分情報内容と年次利益会計情報の増分情報内容を具
体的に把握するために，田中茂次（１９８６）理論から増分情報内容を構造的に明
かにすることにしよう。
期間中に次の取引が発生したとする。
⑴ 所有主から現金１００円を受け入れる。

現金 ￥１００：現金収益 １００
資本金費用 １００：資本金 １００

⑵ 商品５０円を仕入れ，現金で支払った。
現金費用 ５０：現金 ５０
商品 ５０：商品収益 ５０

⑶ 商品（取得原価２０円）を６０円で現金販売した。
商品費用 ２０：商品 ２０
現金 ６０：現金収益 ６０

⑷ 給料３０円を現金で支払った。
現金費用 ３０：現金 ３０

この場合，原型貸借対照表と原型損益計算書は以下のようになる。
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そこで先ず，原型貸借対照表から以下のような通常貸借対照表を導出してみ
よう。

次に，同じ原型貸借対照表からキャッシュ・フロー計算書を作成してみよう。
この場合先ず，以下のように原型貸借対照表を現金項目クラスと現金外項目

クラスに二分する必要がある。
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そして，それから一定の変形規則によって統合と相殺を行い，以下のように
現金項目クラスからキャッシュ・フロー計算書を作成することができる。

田中茂次（１９８６）によると，原型貸借対照表から通常貸借対照表への変形は
容易に理解することができるだろう。そこでは，勘定ごとの統合と相殺がおこ
なわれている。ここでは，統合と相殺による一定の変形規則にもとづいて作成
されている。また，原型貸借対照表から作成されるキャッシュ・フロー計算書
は，その生成過程において現金外項目が失われる一方，現金項目については取
引ごとにその収支の源泉が明確に示されており，通常の貸借対照表とは異なり，
統合と相殺がなされていない。したがって，通常の貸借対照表は，現金外項目
が失われていない分，キャッシュ・フロー計算書よりも増分情報内容に相当す
る構造を有している一方，キャッシュ・フロー計算書は，現金項目を統合しな
いことから，通常貸借対照表が統合と相殺で失った分，キャッシュ・フロー計
算書に増分情報内容に相当する構造があることになる。
次に，原型損益計算書とキャッシュ・フロー計算書との関係をみてみよう。

原型損益計算書は，先ず，原型損益計算書を損益取引項目クラスと交換取引項
目クラスに二分する。
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そして，それから一定の変形規則によって統合と相殺をおこない，以下のよ
うに損益取引項目クラスから通常損益計算書を作成することができる。

そこで，同じ原型損益計算書からキャッシュ・フロー計算書を作成してみよ
う。この場合先ず，以下のように原型損益計算書を現金収支項目クラスと現金
外項目クラスに二分する必要がある。

そして，それから一定の変形規則によって統合と相殺をおこない，以下のよう
に現金収支項目クラスからキャッシュ・フロー計算書を作成することができる。
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原型損益計算書から通常損益計算書への生成過程では，統合と相殺により交
換取引項目が失われる一方，原型損益計算書からキャッシュ・フロー計算書を
作成する場合では，統合と相殺で現金外項目が失われる。これら通常の損益計算
書とキャッシュ・フロー計算書との関係は，次のような交差分類で説明できる。
図表６は，損益計算書とキャッシュ・フロー計算書との間の交差分類を表わ

している。図表６からわかるように，損益計算書とキャッシュ・フロー計算書
とでは，異なる多項的分類をなしている。この場合，（ａ）にあたる部分（現
金収支項目で損益取引項目）は，両計算書に共通する情報内容を表わしている。
また，（ｃ）にあたる部分（現金収支項目で交換取引項目）は，キャッシュ・
フロー計算書には記載されているが，損益計算書には記載されていない部分で
あり，キャッシュ・フロー計算書の増分情報内容に相当する構造部分であると
考えられる。一方，（ｄ）にあたる部分（現金外項目で損益取引項目）は損益
計算書には記載されているが，キャッシュ・フロー計算書には記載されていな
い部分で，損益計算書の増分情報内容に相当する構造部分と考えられる。

４．純利益と包括利益の関係

会計を言語としてとらえる会計学者は多数存在する２。そして会計を企業に

図表６ 交差分類と増分情報内容に相当する会計構造

出所：田中茂次（１９８６，p.３３８）に記載されている図表をもとに作成されている
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関する情報の中の１つとして明確に位置づけたのは，ASOBAT（A Statement
of Basic Accounting Theory）だと思う３。決算報告書などの会計情報が企業に
関する情報であるのであれば，情報の作成者（経営者）と情報の利用者（ステ
イクホルダー）との間に会計言語にもとづくコミュニケーションがとられてい
ると考えることもできる。今日，会計学者の間で少なからず問題となっている
「包括利益の有用性」もそれが有用であるか否かにかかわらず，情報の作成者
と情報の利用者との間に「包括利益」という会計言語にもとづくコミュニケー
ションがなされていることを前提にして考察されていると解される。
会計をコミュニケーションの手段としての言語としてとらえたとき，情報の

作成者であれ，情報の利用者であれ，当然そこに人間が登場してくることにな
る。かような人間を，標準的経済学では，合理的経済人として想定し，数理モ
デルにもとづく理論（例えばエイジェンシー理論など）を形成し，仮説検証と
しての実証研究が多数なされてきている４。しかしながら，はたして経済人は
標準的経済学で想定しているように合理的に意思決定をしているのであろうか。
証券市場が効率的であるか否かは別としても，実験会計学の中では，少なか

らず非合理的な意思決定をする被験者が検証されてきている。かような経済学
を行動経済学といい，非合理的な経済人の経済行動を説明するものである。
経済人が非合理的である場合，その経済行動を厳密な数理モデルで説明でき

るのであろうか。もし，経済人が無意識を制御し意識の中で非合理的に行動す
るならば，どのような行動をとるか説明し，予測することは極めて困難であろ
う。しかしながら，もし，人間の意識の中で制御できない無意識の行動に規則
性があるのであれば，明らかにすることができるかもしれない。
本稿で提唱する一般意味論（General Semantics）は，ある意味でかような

２ かような会計学者として田中茂次教授に多くの研究業績がある。詳しくは田
中茂次（１９８６）を参照されたい。
３ AAA（１９６６）。
４ かような実証研究にはWatts and Zimmerman（１９８６）に多くの研究業績があ
る。詳しくはWatts and Zimmerman（１９８６）を参照されたい。また，エイジェ
ンシー理論について個別の事象ではなく全体の事象を説明する事実解明理論を
展開した会計学者として井上良二教授に多くの研究業績がある。詳しくは井上
（１９９５）を参照されたい。
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経済人の限定合理性を物語るものであり，社会科学と自然科学との中間に位置
するものと考えることができる５。
かくて，包括利益と純利益の増分情報内容の会計構造を考察する場合，包括

利益や純利益という会計言語を用い，それを利用する人間のコミュニケーショ
ンのしくみを検討することが必要であろう。本稿は，かような試みもおこなう。
今日，日本の損益計算書を考える場合，それが連結と単体で相違しているこ

とは自明である。単体では，未だ，包括利益は計上されていない一方，連結で
は包括利益が表示されている。日本における個別財務諸表の投資者などによる
ウエイトは認められるものの，ここでは，連結財務諸表を中心に，その利益区
分と抽象化を明らかにしていくことにしたい。
図表７は，連結財務諸表における損益計算書と包括利益の２つの計算書方式

を表している。１計算書方式は，損益計算書の当期純利益の延長上に包括利益
を示している。一方，２計算書方式では，損益計算書とは別に包括利益計算書

５ 一般意味論の内容は，認知心理学や脳のしくみと密接に関係していると思わ
れる。
６ リサイクリングによる減少額と，当期に発生したその他の包括利益を相殺し
た残額を，その他の包括利益として記載する。詳しくは，桜井（２０１１，p. ３０４）
を参照されたい。

図表７ 損益計算書と包括利益：１計算書方式と２計算書方式６

出所：桜井（２０１１，p.３０３）

会計の構造と増分情報内容

１７１



を表わしている。両者において，表わし方は異なるものの，１計算書方式はも
ちろんのこと，２計算書方式においても当期純利益からはじまり，包括利益ま
で及んでいることから，一般意味論のHayakawa（１９８４）の抽象のハシゴを想
定する場合，どちらであっても，当期純利益の先に包括利益を想定できる。
包括利益と当期純利益に関する価値関連性の実証研究では，増分情報内容の

仮説検証をするにとどまり，そこから先のインプリケーションを導出しないも
のが多い。
第１章で考察したBiddle et al. （１９９５）の意味で増分情報内容を考察すると７，

通常ならば，包括利益と純利益の関係は，図表１のPane lBの左側のような関
係になると考えられる。それぞれの業績指標（Ｘ，Ｙ）の情報内容の大きさを
円のサイズで表わしている。これは，まさに包括利益と純利益の関係が真部分
集合の関係になることを意味する。
その他の包括利益が，純利益にない増分情報内容を有するのは，会計構造か

らも明らかにできる。田中茂次（１９８６）理論からでなくても，図表７の包括利
益計算書から明らかにみることができる。純利益の後にその他の包括利益が計
上されることから，その他の包括利益は，純利益にはない増分情報内容を有し
ていることは十分考えることができるのである。一方，包括利益にない増分情
報内容を純利益が有するという実証結果について，それをこれまでの会計構造
論や集合論から明らかにすることはできない。そこで，本稿では，包括利益に
ない増分情報内容を純利益が有するという実証結果を一般意味論から明らかに
したい。
図表８は，一般意味論の抽象のハシゴの一部を表わしている。６のレベルま

では，会計事象の認識プロセスを抽象のハシゴから想定しているものである。
以下説明をしよう。
３の言語レベルの「商品の販売」という語は，２の知覚の対象たる「Ａ商品

の販売行動」に対して与えられた名称であり，行動そのものを意味しない。こ
こでも多くの諸特性が捨象されて（Ａ商品なのか，Ｂ商品なのか，またはＣ商
品なのかの差異が無視されて），共通する商品の販売によって収益が生じたと
いう特性に注目し，抽象化がなされる。また４のレベルの「経常利益」は，日

７ Biddle et al.（１９９５）。
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常性または反復性を伴ったもので，営業損益と営業外収益と営業外費用から構
成されている。ここでは日常性という共通の特性をもとに抽象化がなされる，
当然のことであるが，営業損益独自の特性は失われることになる。そして次に，
５のレベル「純利益」では，純利益が経常利益に特別利益と特別損失を考慮し
て算出されるのであるが，経常利益の共通の特性である日常性という特性が失
われ，実現という認識基準という共通のもとに抽象化がなされる。６のレベル
の「包括利益」は，実現・未実現に関わらず，純資産の変動という共通の特性
をもとに純利益とその他の包括利益の差異（投資のリスクから解放されている
か否か）を無視し抽象化された利益である。
当該企業の外部利害関係者である情報利用者（投資者など）は，損益計算書

と包括利益の会計情報から，図表８でいえば，４のレベルから６のレベルまで
抽象のハシゴとして認識すると思われる。
図表８からわかるように，一般意味論では，純利益には，包括利益にないよ

り具体的な情報内容をその人間の認知の中で有していることになるのである。
これは，会計構造論や集合論では説明できない内容なのである。

お わ り に

本稿では，先ず，年次利益情報とキャッシュ・フロー計算書の増分情報内容
に相当する会計構造の部分を，田中茂次（１９８６）理論からできるだけわかりや

図表８ 包括利益の抽象のハシゴ

出所：本文の内容を筆者がまとめた図表である。
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すく説明したつもりである。田中茂次（１９８６）理論の交差分類は，キャッシュ・
フロー計算書と損益計算書のそれぞれの増分情報内容に相当する部分を明らか
にするにあたって，まさに的確な内容であったと思われる。また，包括利益の
うち，その他の包括利益が，純利益にない増分情報内容を有していることも会
計構造や集合論から明らかにしたと思われる。
しかるに，純利益が有する，包括利益にない増分情報内容は，集合論でもま

た，田中茂次（１９８６）理論でも明らかにすることができなかった。
まさに，この増分情報内容については，人間の認知機能の限界が介在してい

る可能性が高いと考えている。本稿では，それを一般意味論の抽象のハシゴで
明らかにしている。かような実証研究の成果を，会計学の領域とみるか，そう
でないとみるかによって，会計学の「意味論」の意味も異なることになるだろう。

（参考文献）

（外国文献）

Biddle C Gray, Gim S. Seow, and Andrew F. Siegel.,“Relative versus Incremental

Information Content” Contemporary Accounting Research Vol. １２ No. １―I Summer

１９９５, pp.１―２３.
Bowen, R., D. Burgstahler, and L. Daley,“Evidence on the Relationships Between
Earnings and Various Measures of Cash Flow,” The Accounting Review,, Vol.６１,
No.４,（October１９８６）, pp.７１３―７２５.
Bowen, R., D. Burgstahler, and L. Daley,“Incremental Information Content of Ac-
crual Versus Cash Flow,”The Accounting Review, Vol.６２, No.４,（October１９８７）,
pp.７２３―７４７.
Cheng Agnes C.S,, Joseph K. Cheung, and V. Gopalakrishnan,“On the Usefulness of
Operating Income, Net Income and Comprehensive Income in Explaining Secu-
rity Returns,” Accounting and Business Research , Vol.２３, No.９１, Summer１９９３, pp.
１９５―２０３.
Dhaliwal Dan, K.R. Subramanyam, andRobert Trezevant,“Is Comprehensive In-
come Superior to Net Income as a Measure of Firm Performance？,” Journal of

Accounting and Economics , Vol.２６, Nos.１―３, January１９９９, pp.４３―６７.

駿河台経済論集 第３１巻第１号（２０２１）

１７４



Financial Accounting Standards Boad, Statement of Financial Accounting Standard No .
１３０: Reporting Comprehensive Income .Financial Accounting Standards Board, Nor-
walk, CT,１９９７.
Hopwood, W and James C. McKeown,“The Incremental Informational Content of
Interim Expenses over Interim Sales,” Journal of Accounting Research , Vol.２３, No.
１, Spring１９８５, pp.１６１―１７４.
Kerstein Joseph and Sungsoo Kim,“The Incremental Information Content of Capi-
tal Expeditures,” The Accounting Review , Vol.７０, No.３, July１９９５,５１３―５２６.
Lipe, R.,“The Information Contained in the Components of Earnings,”Journal of Ac-
counting Research , Vol.２４, Supplement,１９８６.
O’Hanlon and Peter F. Pope,“The Value-Relevance of Dirty Surplus Accounting
Flow,” British Accounting Review , Vol.３１, No.４, December１９９９, pp.４５９―４８２. Swa-
minathan Siva and Joseph Weintrop,“The Information Content of Earnings,
Revenues, and Expenses,” Journal of Accounting Research , Vol.２９, No.２, Autumn
１９９１, pp.４１８―４２７.

（日本文献）

井上良二『財務会計論』新世社，１９９５年。
香村光雄『現代企業会計と証券市場―わが国財務会計の機能分析―』同文舘，１９８７年。
孔炳龍「会計利益とその構成要素の増分情報内容―事象理論からのアプローチ―」『経
理研究』第４６号，２０１０年，pp.３４―４６．
桜井久勝『会計利益情報の有用性』，千倉書房，１９９１年。
桜井久勝『財務会計講義』中央経済社，２０１１年。
田中茂次『会計と構造』税務経理協会，１９８６年。
ハヤカワ，大久保忠利訳『思考と行動における言語 原書第４版』岩波書店，１９８５。
船本修三『会計情報論の基礎』中央経済社，１９８９。
船本修三『会計基礎論』中央経済社，１９９７。

会計の構造と増分情報内容

１７５



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize false
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile (None)
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages false
  /ColorImageDownsampleType /Average
  /ColorImageResolution 350
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages false
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages false
  /GrayImageDownsampleType /Average
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages false
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages false
  /MonoImageDownsampleType /Average
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile (None)
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
    /JPN <>
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


